





























































































































































































































































































































































































会計処理 ① ② ③ ④ ⑤
Ｒ２ 63.6％ 65％ 65.9％ 67.5％ 75％
研究開発投資に関する実証研究の成果（宮原）
図表４は，①～⑤の各会計処理による会計情報（利益等）の株価への説明
力について検定を行い，調整済み重相関係数を導出したものである。この図
表から明らかな通り，①から⑤へと企業経営者の裁量権が大きくなるほど調
整済み重相関係数が上昇しており，従って会計情報の株価説明力が向上して
いることがわかる。
このように，研究開発費を資産認識することの妥当性を認めることを前提
としたChambersetaム［2003］を見る限り，資産認識の方法において企業
経営者の裁量権を認めることが，会計情報の株価説明力の向上に繋がること
が考察結果として得られた］
Ⅶおわりに
本稿では，実証研究の成果を時系列的に考察し，研究開発費の資産認識の
妥当性を明らかにすることを目的として考察してきた。そして，そこから得
られた結論は次の通りである。
１．米国の研究開発費会計基準公表以前
Johnson［1967］は，研究開発支出と後の利益という形で測定される将来
便益の増加との間には重要な相関関係を一般的に見出せないとの実証結果を
導出し，研究開発費の全額即時費用認識を支持するものとなった。当該実証
研究は，SFAS2で即時費用認識が採用される根拠の１つとなった。
ただし，八重倉［2006］は「研究開発費を即時費用化することによって，
会計情報の有用性が高まることを示す研究は［Johnson（1967）の限定的な
研究を除き］見あたらない」（321頁）と指摘するように，研究開発支出の
資産認識の妥当性を否定する実証研究は極めて稀少であると言っても過言で
はない。
2．費用認識支持からの離脱
Johnson［1976］では，全額即時費用化を支持するJohnson［1967］の見
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解から資本のマイナス勘定認識の支持へと変化した。また，研究開発投資の
収益力に関する実証研究がGriliches［1980］をⅡ嵩矢として,Grillches［l9861
Lev＆Sougiannis［1996］へと展開され，研究開発投資の収益力の高さが証
明された。それゆえ，研究開発支出の全額即時費用認識を支持する根拠が希
薄となり，相対的に資産認識の妥当性が認められるものとなった。
３．会計処理と株価説明力の実証研究
Hirschey＆Weygandt［l9851Lev＆Sougiannis［19961およびLoudder
＆Ｂｅｈｎ［1995］などでは，研究開発費を資産化する会計処理を選択した方
が他の会計処理と比べて相対的に株価説明力を有しているとの実証結果が導
出された。それゆえ，このような観点からみる限り研究開発費を資産認識す
ることの妥当性は認められる。
４．経営者の自由裁量権を考慮する実証研究
ChambersemL［2003］では，即時費用認識を否定したうえで，企業経営
者の（会計処理の）裁量権が大きくなる程，会計情報の株価説明力が向上す
るという実証結果が得られた。
このように実証研究では，研究開発費の収益力および株価説明力の高さな
どが証明されており，研究開発費を財務諸表上で資産認識することが妥当で
ある可能性が極めて高いことが多くの先行研究で明らかとなった。
本稿から導出された当該結論は,規範演鐸的接近説19)に基づく拙稿[2006］
の結論および経済的帰結論20)に基づく拙槁［2007］の結論と同様，研究開
発費を財務諸表上で資産認識することに支持を与えるものであることから，
現在の会計基準の国際的統合化問題解決に向けて￣定の示唆を与えるもので
あり，本稿の貢献部分であるといえる。
しかしながら，依然として次のような課題が残されている。すなわち，本
稿の結論が研究開発費の認識問題解決に資するものであっても，財務諸表に
計上するためには測定問題解決に取り組む必要があるということである。こ
のような課題については,今後の研究により解決を図るべきものと認識する。
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注
ｌ）外部集団には，各企業・各種産業団体はもとより，政府機関・議会も含まれる
が,最も強大な影響力を発揮したのは各種産業団体，とりわけ，中心的メンバー
である会社経営者グループである（浜本［1984167頁)．
２）実務帰納的接近説とは「会計基準は会計実務を基礎とするとの考え方に基づい
て，現実に行われている会計実務を観察し，その中からよりいっそう一般的・
共通的なものをルールとして抽出する」（桜井［20071179頁）会計基準設定
アプローチをいう。
３）代替的な会計データに対する集合的市場の反応を分析して，妥当な会計処理を
抽出するアプローチであり，集合的市場レベルでの実証的分析を主に対象とし，
①会計情報公開に対する市場反応分析（会計利益または会計情報の情報内容分
析）と②会計基準変更による影響分析に大別できる。
４）国際的に，研究開発費を全額即時費用化する会計基準と研究開発費（開発費）
のうち資産性を有するものに限って資産化する会計基準とが存在し，両基準を
統合化させようとする検討が進められている。
５）ちなみに国際会計基準審議会（InternationalAccountingStandardsBoard）公
表の国際会計基準第38号（IntemationalAccountingStandardsNo38）「無形
資産（IntangibleAssets)」においても，－部資産（無形資産）認識の会計処理
を基準化する際に，米国の実証研究が研究開発支出の企業価値関連`性を既に立
証していることに注目していた（IASCStaff［l9981par22(c))。
６）研究開発支出の原初的認識において，支出額を資本のマイナス勘定に累積し，
研究開発活動の成否が判明し次第，適当な勘定へ振り替える認識法である。
７）資産が利用されていること，現在の資本への影響が無形であるがゆえに不確実
であること，という注意を財務諸表利用者へ開示するため，有用であるという
点でも支持した（Johnson［l9761p813)。また近年，同様の会計処理を支持
する研究が行われている。例えばHealyetql［2002］は,モンテカルロ･シミュ
レーション・モデル（MonteCarlosimulationmodel）に依拠して米国の医薬産
業を検証した結果，研究開発投資の成果が判明したとき（第１次臨床実験成功
時）に研究開発支出を資産計上するＳＥ法（successfUl-effortsmethod）といっ
た特別勘定処理に近似した会計処理が支持されるとしている。
８）調査対象企業の総売上高・総資産額は，製造業全体の９０％以上を占めている
（Grihches［l9801p420)。
９）収益率の概念については，鈴木・宮Ⅱ｜［1986］を参照のこと。
１０）ＩASB第７２回会議(2007年１０月１６～１９日，ロンドンIASB本部)では｢資産は，
企業が現在の権利または他の特権的アクセスを有している現在の経済的資源で
ある」という新定義案が出されて，資産の定義に関する多くの合意もなされた
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が，本稿では財務会計概念報告書第６号（StatementsofFinancialAccounting
ConceptsNQ6）「財務諸表の構成要素（ElementsofFinancialStatements)」に
おける資産の定義（FASB［l9851par､２５）に基づく。もう１つの資産認識要
件である測定の信頼`性については，信頼性問題が生じないとする見解（例えば，
Klammer＆Brock[1975]，ｐｌ９;永田[20061,ｐ245）に基づいて，本稿では考
察しない。
直接的物理的効果（directphysicaleffect）と間接的効果（indirecteffect）とに
大別され，前者はユーザーの増加が企業便益の増加に直結する効果をいい，後
者はユーザーの増加に伴って補完財などが多様となることで間接的に企業便益
が増加する効果をいう（Katz＆Shapiro［l9851p424)。
ネットワークの外部性が存在している市場において，新技術から獲得可能な私
的便益は新技術への転移に要する私的費用を下回るため，優れた新技術が出現
しても旧技術に固執することをいう（FarreU＆Saloner［1985])。
詳細については，西村［20011164-170頁を参照のこと。
この点については，加賀谷［20061302頁を参照のこと。
現在のところ，研究開発投資がもたらす株主価値への追加を推定しているのは
資本市場（投資家）である（徳賀［2008121頁)。
ここでの資産化処理は，取得原価主義の枠内での資産化を前提とするものであ
る（八重倉［20061320頁)。
Chambersetal［2003］では，この他に利益管理を検証するための方法が２つ
ある。
ここでの「最適なタイムラグ」とは，会計情報による推定株価と実際株価との
差をいう。
規範演鐸的接近説とは「実務の基礎には普遍`性をもつ前提命題が存在するとの
考え方から出発しこれらを先に規定したうえで，それと矛盾しないように具
体的な会計ルールを制定する」（桜井［20071179頁）会計基準設定アプロー
チをいう。
会計基準の種類により影響を受ける集団間のコスト・ベネフィット分析を通じ
て，純便益の最大化をもたらす会計基準が制定されるべきとする会計基準設定
アプローチである。
11）
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